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1　はじめに

（1）問題の所在
筆者は，行政組織で働く傍ら，“マーケティ

ング”が行政組織でのよりよい仕事を行うため
に有益な理論（科学）と実務（技術）であると
して，その導入に関する研究を行ってきてい
る。ここで，なぜこのような取り組みを行うか
といえば，奉職して四半世紀が経過する中，従
前の行政分野における社会科学の知見では，実
際の業務に役立つといった実感が見いだせな
かったからにほかならない。また一方，ここ十
数年来，西欧諸国の新自由主義体制で生み出さ
れた「新公共管理（new public management，
NPM）」といった概念が日本の行政組織にも導
入され始めたことを契機に，「政策評価」，「事

業評価」といった成果重視の風潮が台頭してき
たが，「“評価”をいう前に“企画立案（又は計
画）”をしっかりできる理論構築（科学）としっ
かりとした実務が行える仕組みづくり（技術）
が重要ではないか」，という思いが，当事者と
して根強いものであった。こうした中，「国か
ら地方へ」といった地方分権の流れもあり，都
道府県・市区町村の行政組織における「政策立
案」や「政策形成」の能力の必要性といった主
張が見られるようになり，そうした文献の出版
も最近増加傾向 1）にあり，その内容は，民間
企業での手法となんら変わりない。

こうした状況の中，マーケティング論（科
学）及びマーケティング活動（技術）を行政組
織の仕事に活かすための研究として，筆者はこ
れまで，職務に関係する政策分野の実施レベル
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（事業実施というミクロレベルの取り組み）に
ついて，消費者行動研究の観点からの研究（志
賀，2009，志賀，2010）を進め，続いて，行政
組織そのものの特性を考慮した大きな視点から
とらえた研究（仕事の流れというマクロレベル
の視点）により，更なる検討（志賀，2011）を
行ってきた。これらの研究を通じ，行政組織の
仕事の発生順序も表す「政策過程というプロセ
ス」を視点とすることにより「行政組織のマー
ケティング」の概念化が可能であり，政治・行
政分野における社会科学の学科のひとつである
公共政策論と，マーケティング論との融合化の
検討の必要性を確認した。

（2）本研究の視点
以上の経過を受け，本研究では，民間企業の

経営に成果を上げているマーケティング論及び
マーケティング活動の知見を，行政組織が行う
公共政策の企画・実施に関する理論や実務に組
み込むことにより，実務の当事者となる一般公
務員 2）の資質向上へ寄与する知見を見出すこ
とを試みるものである。

本研究では，公共政策論という政治・行政分
野にまたがる学科を，実務を担う一般公務員の
より身近な学問（仕事に使える学問，実践科
学 3））とするための策として，全体論的な観点
からマクロ・マーケティング論の分析枠組み
を，また，具体論的な観点からミクロ・マーケ
ティング論の分析枠組みを当てはめていくとい
うアプローチにより，両学科の融合の可能性を
検討していきたい。

なお，志賀（2011）と同様に，本研究におけ
るマーケティング活動の当事者（公共政策実施
の担い手）は，他の研究者等からの引用を除き，
特に断りがない限り，地方自治法にいう「地方
公共団体の執行機関」，いわゆる「都道府県庁」
及び「市・区役所」，「町・村役場」とし，「行
政組織」4）と表記し，国の行政組織は「日本国
政府」と表記する。

2　既存研究等

（1）既存研究等の捉え方
本研究の骨格となる「マーケティング論の観

点」を明確にするために，まず，マーケティン
グ概念の再確認を行った後，マクロレベルの観
点とミクロレベルの観点を整理する。続いて，
マクロ・マーケティング論を標榜する文献や重
要項目として解説する文献の中から，「集合的
レベルにおけるマーケティング・システムの知
識（マクロシステム分析）」（薄井，1999）を論
じたものを選定し，また，ミクロ・マーケティ
ング論，いわゆる通常のマーケティング論を論
じる文献の中から標準的なものを選定して検討
を行い，それぞれの概念や分析枠組みを抽出す
る。

次に，検討対象となる公共政策論について，
本研究では日本国の地方における行政組織につ
いての知見を得ることを目的としていることか
ら，国内の主要な文献の中から，公共政策論

（学）を体系的に論じていると思われるテキス
トを用いて検討する。なお，公共政策論（学）
は，歴史が浅く，四半世紀前には，公共政策と
題するテキストでも，財政学や公共経済学のテ
キストとの違いが分からないもの 5）が存在し，
秋吉ら（2010）が述べるように学問として未完
成であることをふまえ，ここでは，政治学や行
政学のテキストにおいて，公共政策論の体系に
有用な知見を述べているものも併せて検討す
る。

また，本研究の論点を明確にするため，「多
くの政治学者や政策研究者たちの間で一般的に
認められている」政策過程モデル（図 1，真山，
2001），及び，志賀（2011）で得られた「行政
組織のマーケティング」の概念枠組み（図 2）
を念頭に置き，既存研究等について検討を加え
ることで，「マーケティング概念を導入した公
共政策論」を論じていく。

なお，図 2 について，志賀（2011）では，「日
本国二元代表制の制度下における行政組織の
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マーケティングとは，行政組織（行政庁及び補
助機関）が，市民福祉の向上を目的として行う
社会管理活動であり，主権者等の声をふまえ，
議事組織（議会）と共に，目的実現のため公正
な立場から，効果的な政策を立案・決定し，そ
の政策を効率的に実施し，評価を受けるという
実践的枠組のことである。」と定義している。
これは，両学科の融合を図るにあたり，行政組
織一般（様々な政策を実行する多様な部局の集
まり）がマーケティング主体であり，公共政策
一般（福祉政策や環境政策など多種多様な政策
の集まり）がマーケティング客体と認識するこ
とを示唆するものである。

（2） マーケティング論に関する既存研究等の
整理

1）マーケティング概念の再確認
本研究におけるマーケティング概念（the 

concept of marketing）の捉え方は，志賀（2011）
でも論じたように，Bartels（1988）（山中訳，
1993）にいう「“マーケティング”のエッセンス
は諸要素の結合」であったとし，「諸要素の結
合」がキー概念となり，米国特有の概念となっ
たとの説明を出発点に，マーケティング概念の
拡張論議の帰結となる Kotler（1972）の「マー
ケティング一般概念」の提示により，1985 年，
アメリカ・マーケティング協会（AMA）が概
ね Kotler らの主張する概念拡張論に沿う方向
でマーケティングの定義を変更（1985 年改定）
するに至ったことから，マーケティング概念の
適用範囲が，製造業だけでなく，サービス業な

図 1　公共政策論における「政策過程モデル」の一例
出所：真山（2001）p.43
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図 2　「行政組織のマーケティング」の概念枠組み
出所：志賀（2011）
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ど，また，主体となる組織が民間企業だけでな
く NPO や行政組織にも拡大したという経緯を
ふまえたものである。つまり，マーケティング
概念について，「世の中にとって問題解決のた
めに有用な方策がマーケティングであるのなら
ば，その命名の過程はともかく，誰でも活用す
れば良いわけである。マーケティングの本質的
なところは，“自ら掲げた目的を達成させるた
めに，その市場問題を他人任せにすることな
く，自らが行う一連の活動という考えに立ち，

「仕事に先だって」「諸要素の最適な組合せ」を
行ったうえで，自らの意をくんだ他人の仕事も
含めたうえで，自らの仕事をしていくこと”と
考えるに至る」という捉え方を筆者が行う根拠
であり，「マーケティング概念を導入した公共
政策論」を論じることができるという根拠でも
ある。
2） マーケティング論におけるマクロとミクロ 6）

の概念の整理
出牛（1997）は，国内外の研究者の主張を検

討・整理したうえで，「マーケティングという
言葉そのものに概念的・語義的にマクロとミク
ロの両面の意味を内包している」にもかかわら
ず，「多くの研究者が，その一面のみを重視し
強調してきたのが実情」で，「いずれの立場に
立つにせよ，“供給と需要の円滑なる流れ”を
志向している点では共通しているといえる」と
した。そこで，暫定的な定義として，マクロ・
マーケティングについては「供給と需要との経
済的隔離を効率的・効果的に調整し，マーケ
ティング環境の制約の下で，商品ならびにサー
ビスの円滑なる経済的流れを通じて社会の望ま
しい生活水準の創造と引き渡しを達成するプロ
セスである」と定義し，ミクロ・マーケティン
グについては「マーケティング環境の制約の下
に，生産者から消費者に商品ならびにサービス
の円滑なる流れを管理することによって，企業
のマーケティング目的の達成と社会のニーズに
対応しながら消費者ニーズの充足に努める経営
諸活動の実行である」と定義している。

薄井（1999）は，アメリカの「マクロマーケ
ティング研究」の動向を紹介するとともに，「マ
クロマーケティングは「1. ミクロマーケティ
ング行動の社会にたいするインパクトと帰結

（マーケティングの外部性），2．社会のマーケ
ティング・システムと行動にたいするインパク
トと帰結（社会的サンクション），3. 集合的レ
ベルにおけるマーケティング・システムの知識

（マクロシステム分析）」の研究を行なうものと
規定されている」と紹介している。

堀越（2005）は，歴史的経緯と国内外の研
究者の成果についてメタ・リサーチを行い，

「マーケティング研究の対象には，集計レベル
においてマクロとミクロの 2 つがあり，同時
に 2 つ以上の研究対象が取り扱われている場合
は，帰結としての対象の集計レベルによってミ
クロかマクロかが判断されるとすれば，ミクロ
－マクロの区別は研究対象の集計レベルを示す
ものとして一元化できる」と整理している。

光澤（2011）は，ミクロ・マーケティング論
については「個別企業活動としてのマーケティ
ングを対象とするマーケティング論であり，今
日いうところのマーケティング論あるいはマー
ケティング管理論」としており，マクロ・マー
ケティング論については「社会経済的な現象と
してのマーケティングを対象とするマーケティ
ング論，あるいはわが国でいう流通論」として
いる。また，薄井（1999）で示されたマクロマー
ケティングの内容のうち，3 については，「マー
ケティング論誕生以来の伝統的な研究分野で
あ」り，1 と 2 については，「1960 年代以降に
登場した比較的新しい分野である」と説明して
いる。

ここで，薄井（1999）の紹介する「マクロマー
ケティング」において，薄井（2003）や保田編
著（1999）では，その 1 と 2 を重視した記述を
行っており，出牛（1999）や光澤（2011）は 3
に限定して論じている。

以上をふまえ，本研究では，マーケティング
研究は，研究対象の「集計レベル」と「帰結」
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という捉え方を念頭に置いた“‘生産者から消
費者へ’といった方向性のある供給と需要の円
滑なる流れ”を考える「プロセスに関する研究」
という視点を持つこととする。
3） マクロ・マーケティング論の分析枠組みの
抽出

①マクロ・マーケティング論の研究手法
マクロ・マーケティング論では，商品別研究

（commodity approach），機関別研究（institu-
tional approach），機能別研究（functional ap-
proach）といった1920年代に確立した伝統的研
究方法があり，また，機関と機能とを合わせて
研究するフロー・アプローチ（flow approach）
がある。以下，光澤（2011）に依拠するが，フ
ロー・アプローチについては，出牛（1997）も
参照した。なお，参考までに，「マクロマーケ
ティング管理と公共政策学との親和性」を述べ
た小関（2007）の研究についても述べる。
②商品別研究法
「商品別研究」は，「流通の客体，すなわち流

通する商品に着目して，特定の商品がどのよう
に流通していくかを追求し，商品ごとの流通上
の特殊性ならびにそれに関連する諸問題を解明
しようとする」研究方法で，「商品ごとに，①
その供給条件（供給先，供給状態），②需要条
件（性質・範囲・程度），③流通経路を明らか
にし，④その流通にかかわる機関やそれらが果
たす役割・機能・政策，⑤全体としての流通上
の欠陥や無駄などの諸事項を明らかにする方
法」である。この方法では，類似商品間の「重
複を避けるため，商品をいかに系統的に分類す
るかが鍵」となる。例えば，商品の分類には，
生産財と消費財といったものがある。
③機関別研究法
「機関別研究」は，「流通の主体，すなわち流

通の担い手たる流通機関に着目して，流通が実
際，誰によって担当されているかを追求し，流
通を担当する各機関の特殊性ならびにそれに関
連する諸問題を解明しようとする」研究方法
で，「まずは流通機関を分類し，分類された流

通機関ごとの①形態上の特徴や果たす役割・機
能・活動，②流通上の地位・重要性，③発展の
推移，④競争状態，⑤その他，中間商人の過剰
や排除の問題などが扱われ」る。例えば，流通
機関の分類には，卸売形態と小売形態といった
ものがある。
④機能別研究法
「機能別研究」は，「流通活動，すなわち流通

機関が商品を流通せしめるために行う活動に着
目して，流通がいかなる活動を通して遂行され
るかを追求し，遂行される活動ごとにその特殊
性ならびにそれに関連する諸問題を解明しよう
とする」研究方法で，「まずは機能を分類し，
分類された機能ごとに①その必要性や重要性，
②それを遂行している機関，③流通コストや能
率，④機能代置・歴史的変遷などの諸事項を明
らかにする」とのことである。例えば，交換機
能，実物供給機能，補助的機能といったものが
ある。
⑤フロー・アプローチ
「フロー・アプローチ」は，「単に商品のフ

ロー（流れ）を明らかにすることではなく，フ
ローの機能と機関の相互関連から流通システム
の全体的な構造と問題点を摘出する方法」であ
る。つまり，「マーケティングがいく段階かの
参加者を含む経済的，社会的プロセスであり，
マーケティング・プロセスにおける参加者は，
生産者や製造業者から卸売業者や小売業者，な
らびに消費者などが含まれるが，これらの構成
要素はマーケティング・フローによって連結さ
れている」のであり，「システムを通じての適
切な商品ならびにサービスの移動は，輸送，代
金，所有権，情報ならびに危険などのフローを
必要と」しているというものである。そして，
ここでいうフローは，流通論のテキスト（例え
ば，田村，2001）にみられる「商流」「物流」「資
金流」「情報流」といった流通フローの各要素
フローについての説明にほかならない。
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⑥ 小関（2007）「公共マーケティングの現状と
課題」
志賀（2011）でも取り上げたが，政治や経

済，公共選択論，公共政策学などからも議論し
ている研究であり，「自らの利益のためではな
く，公益目的のために行うマーケティングを，
公共マーケティング」と定義したうえで，昨今
話題の「官から民へ」の市場原理主義の動向を
厳しく指摘しながら，「公共サービスの不足・
偏在」という論点を抽出し，こうした問題の解
決には，公共政策学のアプローチが適している
とした。そして，「生産過程における成果・効
率の追求と，政治過程における効率性以外の社
会的な諸価値との双方を含めた概念」である

「マクロマーケティング管理」との親和性を示
し，「公共サービス供給の問題を解決するため
の合意形成と，参加・協力の促進こそが，公共
マーケティングの使命である」とし，合意形成
を「政治過程」（図 1 にいう「政策課題の設定」
から「政策決定」までに相当）に，参加・協力
を「生産過程」（図 1 にいう「政策実施」と「政
策評価」までに相当）に当てはめることができ
るとした。しかし，公共政策論とマーケティン
グ論との具体的な関係性を概念化するところま
では至っていない。
4） ミクロ・マーケティング論の分析枠組みの
抽出

① シークエンス（連鎖）としてのミクロ・マー
ケティング
Kotler（2001）では，企業が行う事業の計

画立案のはじめにマーケティングを位置付け，
「企業は自らを価値創造と価値提供のシークエ
ンスの一部と考え」ているものとしている。そ
して，価値創造と価値提供のシークエンス（連
鎖）として，「価値の選択（顧客の細分化，市
場の選択／集中，価値ポジション）」→「価値
の提供（製品開発，サービス開発，価格設定，
資材調達／製造，流通／サービス）」→「価値
の伝達（セールス・フォース，販売促進，広
告）」というプロセスを提示し，価値の選択の

段階を「戦略的マーケティング」，残りの 2 つ
の段階を「戦術的マーケティング」と位置付
け，「マーケティング・プロセスは製品が存在
する以前に始まり，開発が行われる間も，市場
に出回るようになった後も継続する」と述べて
いる。

そして，価値の連鎖を念頭に，「マーケティ
ング・プロセスには 4 つの段階がある」とし
て，①市場機会の分析（外部環境・内部環境分
析，セグメンテーションとターゲティング），
②マーケティング戦略の構築（ポジショニング
やブランディング），③マーケティング・プロ
グラムの立案（マーケティング費用の設定と予
算配分及びマーケティング・ミックスの意思決
定），④マーケティング努力の管理（マーケティ
ング資源の組織化，マーケティング計画の実行
とコントロール），を提示している。

上記のマーケティング・プロセスに倣い，田
村（1998），和田・恩蔵・三浦（2006），高嶋・
桑原（2008）を参考に，主要な概念や分析枠組
みを抽出（上記との重複は除く）する。
②市場機会の分析

◆ポーターの 3 つの基本戦略（コスト・リー
ダーシップ，差別化，集中）

◆競争地位別戦略（リーダー，チャレン
ジャー，フォロワー，ニッチャー）

◆ポーターの 5 つの競争要因（競争業者，新
規参入業者，供給業者，買い手，代替品）

◆アンゾフの製品・市場マトリクス（市場浸
透，新製品開発，市場拡大，多角化）

◆製品ライフサイクル別戦略（売手側の変
化・消費者側の変化，集計水準からみた製
品カテゴリーと製品形態及びブランド）

◆製品差別化戦略（製品状況による差別化，
広告とチャネルによる差別化）

③マーケティング戦略の立案
◆ 属性の束としての製品（垂直的属性と水平

的属性），拡張された製品概念
◆ 製品ミックスの「幅」「深さ」「整合性」「長

さ」（製品ライン，製品アイテム）
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◆価格と知覚品質
◆価格設定方針（コスト，需要，競争）
④マーケティング・プログラムの立案

◆ 反応プロセスのモデル（AIDA，イノベー
ション採用，情報処理）

◆ コミュニケーション・ミックス（広告，
SP，人的販売，パブリシティ）

◆ チャネル選択（開放的，排他的，選択的）
とチャネル管理

◆ 経路の広さ，長さ，統制度，取引条件，マー
ケティング支援組織の利用度

⑤マーケティング努力の管理
◆ 営業の役割，機動営業（分権化，戦場構成，

情報武装，顧客信頼）
◆ 職能部門間の対立の種類（目標，役割，知

覚）
◆模倣困難性

（3）公共政策論に関する既存研究等の整理
1）公共政策論の成立経緯

安・新谷（2010）によれば，公共政策論は
「「政治と行政のインターフェイス」の領域と関
わるもの」なので，焦点の置き方により「公共
政策は政治学や行政学の周辺部分として研究さ
れてきた」学科であるが，「政策の発案・決定・
執行」をひとつの独立した研究対象に定めた

「政策科学」が 1950 年代のアメリカにおいて，
「現代アメリカ政治学の確立に大きな影響を及
ぼしたラスウェル（H. Lasswell）」により提唱
され，更に，アメリカの政治学者のイーストン

（D. Easton）の提唱した「政治システム論」を
土台とすることで，「政策を中心にした活動の
流れとして整理し直したもの」が今日の公共政
策論の姿になったということである。
2）「公共政策」の定義とその体系

足立（2003）によれば，「公共政策学は多種
多様な政策分野に共通な事柄，分野横断的な事
柄を研究対象とする」もので，個別分野（例え
ば，経済政策や環境政策）の政策研究とは独立
した研究分野としている。また，秋吉ら（2010）

は，「公共政策学とはどのような学問で，どの
ような教育が行われるべきかという根幹にかか
わる部分に関しては，明確な定義や合意が存在
していない」と説明する。しかしながら，図 1
に示す「政策過程」は，足立（2003）を要約す
ると，‘plan’‘do’‘see’といった「循環的な
プロセス」として表現ができ，公共政策論の根
幹をなす考えとみてよいであろう。

ここで，「公共政策」は英語の Public Policy
の訳語であるが，安・新谷（2010）では，「公
共政策」の項目は日本語辞典には存在しておら
ず，例外である『広辞苑』には「公共の利益を
増進させるための政府の政策」と説明があるの
みとし，「イギリスやアメリカでは，政府の政
策は Public Policy の 1 つに過ぎない」とされ，

「政府の政策だけではなく，地域社会，地方社
会の各自治体の政策のみならず，その他多くの
市民の生活に影響を与える諸問題について，そ
れに直接的に関わる市民達がそうした問題の解
決を目指して活動するに当たって，話し合いか
あるいは協議を通じて打ち出された方針とそれ
に基づく行動計画も含まれる」と説明してい
る。また，足立（2003）では，「公共政策とい
う概念は，多種多様な公共問題に対処するため
の政策集合に与えられた総称にすぎ」ず，「一
定の実体を持った「公共」政策という政策があ
るわけではない」とし，外交や福祉，環境と
いった「どこまでも個別具体的な分野の政策だ
け」があるとしている。

なお，公共政策が論じられる際，広義の政策
の意味するところは，安・新谷（2010）の定義
に倣えば，「方針と行動計画」であり，これを

「政策体系」と表現した時，あらためて「方針」
を狭義の意味で「政策（policy）」と表現し，「行
動計画」に相当する部分を「施策（program）」
や「事業（project）」と表現でき，「政策（狭義）」
→「施策」→「事業」の目的・手段といった関
係7）として説明することができる。そして，「こ
のような階層性を有する公共政策を構成する要
素として，（1）目的，（2）対象，（3）手段，（4）
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権限，（5）財源といった 5 つ」（秋吉ら，2010）
を挙げることができる。

以上をふまえ，本研究では，公共政策論（本
研究ではこの表記に統一する）は，「多種多様
な個別具体な政策分野に共通で，また分野横断
的なマクロレベルの事柄について，政策を巡る

「計画（plan）→ 実施（do）→ 評価（see）」と
いった管理過程という仕事の手順（手続き）に
関する一連の流れ，つまり，政策過程（policy 
process）という視点から研究する学問」と捉
えることとし，その「政策（政策体系）」の実
施主体を地方の行政組織に限定し，「公共政策
≒公定政策」の範囲についての議論として検討
を進める。
3）公共政策論に関する検討
①足立・森脇編著（2003）『公共政策学』

本書は，「いまや公共政策研究は政治学とし
て取り組むべき最も重要な領域のひとつになっ
てきている」との認識に立ち，「公共政策学は
多種多様な政策分野に共通な事柄，分野横断的
な事柄を研究対象とする」学問という捉え方か
ら，政治学者を中心とした執筆者により，「政
策デザイン論」「政策過程論」「政策アクター論」

「政策規範論」という体系により論じられてい
る。

その 4 項目について図 1 を基に概観すると，
「政策デザイン論」は，「政策案の作成」に相当
する段階の研究，「政策過程論」は，「政策決定」

「政策実施」「政策評価」に相当する段階ごとの
研究，「政策アクター論」は，政策過程の各段
階でそれと関わりを持つ，組織や団体，個人と
いう利害関係者との関係についての研究，そし
て，「政策規範論」は，「政策課題の設定」に相
当する段階に重要となる「合理性」や「倫理」

「公共哲学」といった最も重要なことについて
の研究，というものである。
② 秋吉・伊藤・北山（2010）『公共政策学の基
礎』
本書は，先述したラスウェルが提示した「過

程に関する知識（knowledge of process）（of

の知識）」と「過程における知識（knowledge 
in process）（in の知識）」という 2 つの区分 8）

をベースに，「これまで「in の知識」に比重が
置かれ，それが現在の混沌とした状況を生み出
してきた」とし，「公共政策のプロセスを観察，
分析することによって得られる「ofの知識」は，
サイエンス（科学）としての条件である「反証
可能性」が担保されるもの」として，「of の知
識」を中心に，「in の知識」を加味し，「公共政
策のデザイン」「公共政策の決定」「公共政策の
ガバナンス」といった体系で論じられている。

その 3 項目について図 1 を基に概観すると，
「公共政策のデザイン」は，「政策課題の設定」
「政策案の作成」に相当する段階の研究，「公共
政策の決定」は，「政策決定」に相当する段階
の研究，そして，「公共政策のガバナンス」は，

「政策実施」「政策評価」に相当する段階の研究，
というものである。
③ 佐々木（2000）『現代行政学　管理の行政学
から政策学へ』
佐々木は，東京都庁で要職を歴任した行政現

場の経験を有する行政学者であり，政策の重要
性を予てより論じているひとりである。その中
で，図 3 に示す政策過程の説明は，機能と機関
とを合わせて論じるフロー・アプローチ的な表
記であり有益である。
④ 真山（1991）「政策実施の理論」宇都宮・ 
新川編著（1991）『行政と執行の理論』
政策実施研究において，イギリスの行政学

者のホグウッド（B. Hogwood）とアメリカの
行政学者のピーターズ（B. G. Peters）は，政
策の変動を理解するためには「政策変動と連
動する組織変化を追跡することが必要であると
考え」，「政策を伝達（delivery）するための仕
組みや手段の体系を「政策デリバリー・システ
ム」と名付け」，「行政活動の種類に基づいて
十種類 9）のデリバリー・システムを示し」た。
これを刺激に，日本国内でも研究が進み，真山
は，わが国の状況について分析を試み，主要
な 9 つの形態（図 4 にその一部を例示）を提示



立教ビジネスデザイン研究　第 9 号　2012

－49－

している。ここで，政策管理機能とは，「政策
を具体的に解釈してその実施に必要な基準や細
則を定め，実施担当諸組織の活動をコントロー
ルする」組織の機能を指し，政策デリバリー機
能とは，「政策によって付与された資源（権限，
行政手段，財源など）を使って，政策の効果を
社会に伝達する」組織の機能を指す。

⑤ 真山（2001）『政策形成の本質―現代自治体
の政策形成能力―』
真山は，「政策実施研究」を専門とする行政

学者であり，政策の実施（事業の実施）が「政
策課題の設定」の前に行う「問題の発見」と「問
題の分析」と切り離せないものとし，政策形成
過程と事業過程とを合成した政策過程モデルを
提示している。また，図 5 のとおり，政策体系
の中で，マクロとミクロの区分を提示してお

図 3　政策の過程
出所：佐々木（2000）p.131
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り，これは，公共政策論に対し，マクロ・マー
ケティング論とミクロ・マーケティング論の各
概念をどのように導入していくかの視点を提供
している。

3　 マーケティング論と公共政策論との
融合化の検討

（1） マーケティング論と公共政策論の融合化
に向けて

これまで見てきたように，マーケティング研
究でいうプロセスは，「商品が生産者から中間
者を介して消費者へ移転する過程」をいう。一
方，公共政策研究でいうプロセスは，「管理過
程という仕事の手順（手続き）」である。しか
し，政治・行政という供給サイドから市民とい
う需要サイドへ「商品である政策」を届けると
いう流れを想定することの方が，一般公務員の
実務ばかりではなく，一般市民への理解も得や
すいものとなろう。

よって，公共政策論の概念枠組みについて，
マーケティング論と同様な「“政策”が行政組
織等から中間者を介して市民へ移転する過程」
というプロセスとして捉え直す必要がある。ま
た，前述のとおり，公共政策論は，環境政策な
どといった個別具体な政策についてではなく，

「公共政策学は多種多様な政策分野に共通な事
柄，分野横断的な事柄を研究対象とする」（足
立，2003）ものであり，「集計水準の高次」な
学科と捉える必要がある。

更に，公共政策論のプロセス表示には，図 2
をベースに，図 3，4，5 を加味し，マクロ・
マーケティング論の研究方法のひとつであるフ
ロー・アプローチを念頭に検討を進めていくこ
とが妥当であると考えられる。これにより，一
般公務員にとって，管理プロセスの表示では得
られなかった利害関係者間の関係性が把握しや
すくなり，自分の仕事と政策体系との関係性も
明確となる。

（2） マクロレベルからみた公共政策論における
「商品」「機関」「機能」

1）公共政策論における「商品」
公共政策論における「商品」は，言うまでも

なく「政策一般」である。ここでは，マクロ・
マーケティング論の「商品別研究」と同様に，

「個別具体な政策に共通する課題（特殊性や諸
問題）」を研究する分野が必要となる。例えば，
足立・森脇（2003）がいう「政策規範論」「政
策デザイン論」といった研究分野のアプローチ
がそれに相当する。

実務（一般公務員の仕事）の場面としては，
「個別具体な政策に共通する課題」が整理整頓
されることで，「個別具体な政策そのものに関
する課題」に専念して取り組むことができる体
制が整うのである。
2）公共政策論における「機関」

公共政策論における「機関」は，本研究の枠
では，地方公共団体の構成員，つまり，「住民

図 5　政策実施のマクロとミクロ
出所：真山（2010）p.91

成
果
（
結
果
）

マクロな政策実施 ミクロな政策実施

対　　象

期　　間

資　　源

組　　織

手　　段　etc.

実施活動翻訳（具体化）

取り組むべき問題

達成すべき課題

実現すべき価値

取り組み方法の
基本枠組み

政　策 事　業



立教ビジネスデザイン研究　第 9 号　2012

－51－

（市民）」「議決機関（議会）」「執行機関（行政
組織）」である。ここでは，マクロ・マーケティ
ング論の「機関別研究」と同様に，「構成員毎
のもつ課題（特殊性や諸問題）」を研究する分
野が必要となる。例えば，足立・森脇（2003）
がいう「政策アクター論」といった研究分野の
アプローチがそれに相当する。

実務（一般公務員の仕事）の場面としては，
「送り手と受け手」が明確になり，また，プロ
セスの場面場面での関与者との関係が明らかに
なるのである。
3）公共政策論における「機能」

公共政策論における「機能」は，本研究の枠
では，地方公共団体の構成員，つまり，「住民

（市民）」「議決機関（議会）」「執行機関（行政
組織）」が「政策」の「立案から実現まで」の
各過程において，「それぞれがそれぞれの立場
でその政策の善し悪しを意思表示し，収拾選択
する活動のこと」である。マクロ・マーケティ
ング論の「機関別研究」と同様に，「活動毎に
その特殊性や諸問題」を研究する分野が必要と
なる。例えば，足立・森脇（2003）がいう「政
策決定論」「政策実施論」といった研究分野の
アプローチがそれに相当する。

実務（一般公務員の仕事）の場面としては，
「なぜ，この政策を行うのか」について関与す
ることはほとんどなく，これに続く「どのよう
に，この政策を実現するのか」について専念す
れば良い体制が整うのである。
4）小　括

上記のとおり，公共政策論は，マクロ・マー
ケティング論の研究方法に沿った研究分野を要
することから，マクロ・マーケティング論の分
析枠組みの援用が可能となる。

（3）公共政策論のミクロ的視点の必要性
これまでの検討では，公共政策論という学科

は，集計レベルが高次なものであるため，マク
ロ・マーケティング論との融合化の検討に軸足
が傾いている。しかし，一般公務員の身近な学

問とするためには，「方針（政策（狭義））」と
「行動計画（施策と事業）」との関係性が示され
なければ，利用可能な学問にはなりきれない。

例えば，真山（1991）が例示した「実施体制
の形態」（図 4）では，個別具体な公共政策ご
との実施体制を表しており，「政策管理機能 → 
政策デリバリー機能 → 顧客（対象）」といっ
たマーケティング論と同様なプロセスが見えて
くる。つまり，図 2 でいう「①主体の補助機関」
と「②市場」とのインタラクティブな関係，つ
まり，公共政策ごとのマーケティング論，と
いった，ミクロレベルのマーケティング論を位
置付ける視点が見えてくる。

ここで，Kotler（2001）の「価値創造と価値
提供のシークエンス」といった考え方に従え
ば，「価値の選択」の段階を「戦略的マーケティ
ング」，「価値の提供」と「価値の伝達」の段階
を「戦術的マーケティング」と位置付けること
から，政策（広義）を「方針と行動計画」とし
たとき，「方針」が「政策（狭義）」で，「行動
計画」が「施策」及び「事業」であることから，
図 5 をふまえれば，「政策（狭義）」は「価値の
選択」に相当し，「施策」及び「事業」は「価
値の提供」と「価値の伝達」に相当すると考え
て差し支えない。このことから，政策実施過程
において，ミクロ・マーケティング論の数々の
理論やマーケティング活動の様々な経験が活
用できると考えてもよいことになり，例えば，
Kotler（1982）のようなマーケティング論が成
立するのである。

4　まとめ

本研究で，公共政策論とマーケティング論と
の融合化を論じるにあたり，今一度，公共政策
論という学科が関係する「行政組織（県庁や市
役所等）」の立場について，経営組織（民間企
業）との違いを確認する。いうまでもなく，「行
政組織」の存在とその活動は，様々な法令を根
拠としており，その存在は「地方自治法（昭
和 22 年 4 月 17 日法律第 67 号）」第 7 章におい



Rikkyo Bulletin of Business No.9

－52－

て「執行機関」と謳われている。また，その法
には，「議決機関（議会）」と「住民」をもって

「地方公共団体」を構成するとあり，「行政組織」
は地方公共団体の一構成員という立場にあり，
そうした関係性の中でマーケティング活動が展
開されるのである。これは，経営組織が行う
マーケティング活動との相違点でもあり，マー
ケティング・フローを描く場合にも，その相違
点となろう。

図 2 で示した「「行政組織のマーケティング」
の概念枠組み」をベースに，これまでの議論を
ふまえ，公共政策論の新たな概念枠組みを提示

したものが図 6 である。
今回提示した「マーケティング概念を導入し

た公共政策論の新たなる概念枠組み」は，マク
ロレベルの概念枠組みであるが，ミクロレベル
の要素を内包して作成されていることから，一
般公務員への有益な概念提示となるであろう。
また，こうした提案が，多くの研究者の目に止
まり，これまで行われてきた研究蓄積に更なる
成果を積み上げ，社会科学の発展に寄与し，よ
りよい世の中とするための実践にもつながるも
のになれば幸いである。

筆者自身の今後の取り組みとしては，「補助

図 6　マーケティング概念を導入した公共政策論の新たなる概念枠組み
出所：筆者作成

行政組織が政策を進める際の「ヒト」「カネ」等の資源調達といった相互作用は，「政策案の作成」段階に
内包されていると考える。
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機関の政策デリバリー機能」に位置する組織に
属するものとして，「事業実施」レベルにおけ
る個別具体な政策ごとのミクロ・マーケティン
グ論の構築とその実践方法の充実に努めていき
たい。

【注】
１） 例えば，次の文献では，地方分権の進む中，地

方の行政組織に属する職員の政策形成能力の向
上の必要性とその対策が論じられている。真
山（2001），木村（2004），田村秀（2004），牧
瀬・戸田市政策研究所編著（2009），安・新谷

（2010），中道編（2011），伊藤（2011）。
２） 選挙で選出される首長や議員などを「特別公務

員」といい，国家公務員等の採用試験により選
抜された公務員を「一般公務員」という。

３） 1970 年代後半のマーケティング・サイエンス論
争において「マーケティングは科学（science）
か技芸（art）か」といった論争が繰り広げられ
た（上沼，2003）。公共政策論でも類似の論争が
あった（秋吉ら，2010）とのことである。この
場では詳細な論述は行わないが，筆者の私見で
は，科学の分類には「基盤科学（例えば，哲学
や数学）」「基礎科学（例えば，物理学や心理学）」

「実践科学（例えば，建築学や経営学）」の三段
階構成が現実的であり，実践科学に分類される
科学は，基盤科学や基礎科学，そして，その他
の実践科学の知見を拠り所とし，学際的色彩の
濃い学問となるとの認識である。ゆえに，筆者
は，マーケティング論や公共政策論は実践科学
の範疇に入る学科と認識している。よって，経
営活動における「マーケティング活動」は，「企
業マーケティング論」を拠り所とする「技術」
であり，行政活動における「マーケティング活
動」は「マーケティング概念が注入された公共
政策論」を拠り所とする「技術」であるとの立
場をとっている（科学との対比で論じられる工
学は，実践科学の範疇の学科と認識している）。

４） 本研究では，「行政活動を行う地方組織」といっ
た意味で使用している。志賀（2011）【注】参照。

５） 例えば，野口（1984），牛嶋・辻（1991）。
６） マクロレベルのマーケティングを表記する際，

マクロ・マーケティング（macro-marketing）お
よび，マクロマーケティング（macromarketing）
の二通りの記述方法がある。本研究では，光澤

（2011）の表記に倣い，他の研究者等からの引用
を除き，特に断りがない限り，集計レベルの高
いマーケティング論をマクロ・マーケティング

論，集計レベルの低いマーケティング論をミク
ロ・マーケティング論と記述している。

７） このような目的・手段といった階層性があると
して「政策」を「政策体系」として論じるのは
公共政策を論じる場合の一般的な捉え方である。
ここで，政策体系を論じる場合，ここに示す三
区分は多くの論者が採用する一般的な区分であ
るが，「事業（project）」部分の表現には，論者
によって「事務事業」（例えば，佐々木，2000）

「事業プログラム」（例えば，足立・森脇，2003）
と表現されることもある。なお，新藤（2004）
を参考に補足すれば，施策は「行政サービスの
生産・供給の仕組みについての設計」であり，
事業は「内容の確定した個別の行政サービスの
生産・供給活動」といった趣旨である。

８） このことについて，秋吉ら（2010）では，次の
ように説明されている。

 前者の「過程に関する知識」とは，公共政策が
どのように決定され，実施されているかという
公共政策のプロセスに関する知識であり，「of の
知識」と称される。一方，後者の「過程におけ
る知識」とは，政策分析等によって政策決定に
投入される知識や，公共政策そのものに関する
知識，そして個別政策領域に関する専門知識で
あり，「in の知識」と称される。

９） このことについて，西村・村松編著（1994）で
の説明を要約すると次の通りである。

 政策デリバリー・システムとは，第一線の行政
機関が社会に政策を適用し，具体的な働きかけ
をする際に用いる手段の体系のことで，「現金給
付」「個人に対するモノ・サービスの給付」「国
内に対する全体的な財・サービスの提供」「対外
的関係のもとに意味をもつ全体的な財・サービ
スの提供」「市場を通じた経済の操作」「法律の
制定・実施」「租税の徴収」「許認可」「価値形成」

「債務保証，保険」の 10 種類の体系に分類して
いる。
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